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都知事選 

野党の統一候補、市民も応援 

鳥越俊太郎氏が立候補 
参院選で大きな力を発揮し、1人区 11選挙区で当選を勝ち取り、 

大きな力を発揮した野党共闘が、都知事選でも実現し、14日、ジャ 

ーナリストの鳥越俊太郎氏が立候補しました。 

告示日前夜の 13日夜に、立候補を表明していた宇都宮健児氏が、 

記者会見し、立候補を取り下げました。宇都宮氏は「保守の候補者 

が分裂する中、より都民に優しい都政に変える千載一遇のチャンス 

である」「大局的な考えで選挙戦から撤退することとした」と述べ、 

鳥越氏には「頑張ってほしい」と話しました。 

「希望のまち東京をつくる会」のメンバーとともにポスターや 

チラシまで準備していた宇都宮さんの重い決断に心から敬意を表 

します。 

鳥越氏、保育園待機児童解決には「金をかけること」、「予算組み替えを」と 

13日に日本記者クラブで立候補予定者の共同記者会見が行われました。その場には宇都宮氏も立

候補を取り下げる記者会見の前でしたので、参加されました。その場で、鳥越氏は保育園待機児童

の解決策については「少子・高齢化に手をうつことに金をかけることだ。公共事業などは喫緊のも

のでなければ後回しにして、予算を組み替える必要がある」と述べました。また、東京オリンピッ

ク後の都市像について、「大介護時代」になると指摘し、「日本が必要としている介護や、少子化、

福祉の問題にちゃんとお金を回し、需要を消費にかえて回し、経済循環の構造を変えない限り、今

の事態は変わらない」と述べました。 

安倍政権は、「憲法に手をつけようとしている戦後最悪の内閣だ」と指摘。 

そして、安倍政権の評価と憲法改正について、次のように語りました。 

安倍政権が選挙で公約しなかった秘密保護法の強行や集団的自衛権の閣議決定、国民の過半数が

反対する憲法違反の安保法制＝戦争法を強行し、憲法に手をつけようとしているとして「戦後最悪

の内閣だ」と指摘。自民党の憲法草案の緊急事態条項について「非常事態で総理大臣は憲法を停止
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して、政令を別につくることができるとはっきり書いてある。これは、かつてヒトラーがやったこ

とだ」と厳しく批判しました。 

なお、宇都宮氏も「秘密保護法は、憲法違反の法律。安保法制は明確に憲法９条に違反する」と

述べました。 

自民党の増田氏は、「変えていくのであれば、改憲規定があり、そうしたなかで十分議論してい

く必要がある」と話し、小池氏は「憲法問題は自民党で議論されている流れでいい」と述べました。 

 

公明党支持者の 4人に 1人が野党統一候補に投票 
参院選の 1人区での各党支持層の投票先を、朝日新聞が発表しています。そのなかで、驚いたの

が、公明党の支持層で自民党候補に投票したのが 66%、野党統一候補に投票したのが 24%でした。 

何と、公明党支持者・創価学会員の 4人に 1人が野党統一候補に投票したのです。 

 その公明党・創価が学会内に「改憲勢力」とみられることを「悩んでいる」との報道を同じ朝日

(7月 14日)が行っていましたので、紹介します。 

改憲勢力「違和感がある」 悩む創価学会員 
 公明党を支持する創価学会員たちは、参院選で同党を含む改憲勢力が３分の２に達したことをど

うみるのか。「平和の党」を掲げ、安全保障法制をめぐる議論では慎重な立場からの主張もした同

党だが、改憲に積極的な自民党との一体化を懸念する声もある。 

 創価学会総本部の関連施設が立ちならぶ東京・信濃町。国内外から学会関係者が集まる信仰の拠

点だ。12日、九州から訪れた地区幹部の男性は、公明が「改憲勢力」と言われることに「違和感が

ある」と話す。約 30年の信仰の原点には、戦時中に軍部から弾圧され獄死した牧口常三郎・初代

会長の思想があるという。安保法制の論議でも公明は一定の歯止めをかける法整備に貢献したと考

えている。「自民とはスタンスが違う。平和の党の原則を曲げることはない」。 

 東京都内の 60代の男性学会員は、憲法に環境権などを加える「加憲」を公明が訴えてきたこと

は支持するが、全文や 9条を変えることには反対だという。「自民がそこに手をつけようとしたら、

公明は体を張って守るはずだ」。 

 自民は 2012年、9条に「国防軍」を明記することなどを盛り込んだ改憲草案を発表。安倍晋三首

相は今回の参院選の街頭演説で 9条改正に触れなかったが、公明の山口那津男代表は投開票があっ

た 10日夜のテレビ番組で、「当面必要ない」とくぎを刺した。 

 それでも自公の接近ぶりから、公明がブレーキ役になれるかを危ぶむ学会員もいる。 

 千葉県の 50代男性の周囲では、「参院選の選挙区では自民候補の応援を」との号令が飛んだ。従

来の「人物を見定めてから」という方針とは違ったという。学会員の仲間からは、集団的自衛権に

慎重だった公明が賛成に転じた経緯を踏まえ、「安保法制の時のように裏切られたーじゃないか」

との声も出たという。参院選で、自民と協力した公明は 5議席増やした。だが男性は「自民が 9条

などの改憲に踏み切れば、公明も創価学会もこの選挙は負けたことになる」。 

 「公明は改憲勢力の一つ。憲法改正にむけた環境は整った」。 

愛知県武富町議の本村強さんはこう指摘する。2007年は公明公 

認で初当選したが、14年に集団的自衛権の行使容認に賛成した 

党に反発し離党。参院選では野党候補の応援に回った。「山口代 

表が言う『当面必要ない』は、将来は可能性があるともとれる。 

自民に強く求められたら、結局のんでしまうのでは」 
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各地のとりくみ 

神戸 戦争法廃止へ 憲法共同センターなどパレード 
 特定秘密保護法廃止、安保法制廃止を求め、12日、神戸市で昼休みパレードが行われました。憲

法改悪ストップ兵庫県共同センターなどが主催し、兵庫県弁護士会が協賛しました。 

 和田進神戸大学名誉教授は今回の参院選について、全ての 1人区で野党統一候補を擁立し、11

選挙区で勝利した戦後政治史上の画期的選挙と、憲法 9条にもとづく日本の平和構想という将来展

望を国民に語り続けていく課題を示しました。 

 金田峰生日本共産党国会議員団兵庫事務所長は、憲法を守り活かす運動と戦争法廃止、秘密保護

法廃止のたたかいをさらに強めていく決意を表明しました。 

 40人が三宮から元町までパレードしました。親子で手を振ってパレードで参加者を激励していた

加古川市の女性は「孫たちのために平和で戦争のない日本を残してやりたい。がんばってください」

と話していました。  

 

広島 女性９条の会が宣伝行動 
 女性 9条の会・ひろしまは 9日、広島市中区で「憲法 9条を守りましょう」と書いた横断幕を掲

げて、宣伝しました。13人が参加して呼びかけました。 

 メンバーが「憲法 9条を守り抜いて自衛隊員を戦地に行かせないようにしましょう」とリレート

ーク。ビラを受け取った 20代の男性会社員は「安保法制は戦争に近づくことになるから、日本で

テロが起きるのではと心配です」と語りました。 

 

鳥取 2106「平和のつどい＆ピースリレー」を開催 
 鳥取県生活協同組合連合会は 9日、鳥取市でピースアクション 2016「平和のつどい＆ピースリレ

ー」を開きました。 

 つどいでは、県弁護士会・憲法委員会の池田征弘弁護士が「安保と憲法について」と題して講演。

集団的自衛権行使容認について「9条のもとで歴代政府は、個別的自衛権しか認めてこなかった。

政府をコントロールするはずの憲法は政府がコントロールするのは、立憲主義違反。憲法は国民の

権利保障のための絶対的存在で、憲法制定権は国民にあって政府にはない。政府には憲法の内容を

勝手に変更する権限はない」と批判しました。 

その後、約 80人が、とりぎん文化会館から鳥取駅まで約 1キロをパレードしました。 

 

全印総連 「戦争法廃止の運動をすすめていく」運動方針採択 

 労働組合の定期大会のシーズンを迎えようとしています。その定期大会では、賃金底上げ・安倍

労働法制を許さないたたかいなどの課題とともに、「戦争法廃止」・「改憲阻止」に向けた運動をど

うたたかうかが、大きな議論となっています。 

全印総連(全国印刷出版産業労働組合総連合)の第 66回定期大会が 9～10日の両日、長野県千曲

市で行われ、闊達な討論の後、運動方針を採択しました。 

 あいさつした是村高市委員長は、「選挙結果がどうなろうとも、私たち労働組合は戦争法廃止・

労働法制改悪反対の運動をすすめていくことに変わりない。産業課題、組織拡大、争議支援につい

ても大いに活動を広げて行こう」と訴えました。 
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 白原滋書記長が大会議案を提案。討論では、参加者が賃金闘争、職場の労働実態、公契約条例、

組織拡大などについての発言が続きました。 

 大会では新役員の選出も行われ、書記長には新しく松本年由氏が選出されました。 

 

 

7・19国会議員会館前集会─毎月 19日行動 
参院選勝利の選挙区からもスピーチ 

戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会 
毎月１９日の行動として、「戦争法廃止、憲法改悪は許さない ７・１９国会議員会館前集会」

が行われます。７月１９日午後６時３０分から１時間の予定で、国会議員会館から国会図書館にか

けた一帯です。呼びかけ・主催は戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会。 

 参議院選挙後初めての集会となる今回の行動には、参院選を市民と共にたたかった野党の幹部と

共に、勝利をかちとった選挙区の内、長野と山形の統一候補の関係者が参加し、スピーチします。 

そのほか各団体からの連帯あいさつがあります。 

 広く参加を呼びかけます。下記チラシデータの拡散を呼びかけます。 

 

                     


